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社会福祉法人聖隷福祉事業団
理事 顧問 上野桂子

2010.1.18平成20年度 厚生労働省老人保健健康増進等事業

「訪問看護事業所の機能集約及び基盤
強化促進に関する調査研究事業支援班」
におけるモデル事業概要について」
（主任研究者 川村佐和子）
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平成２０年3月25日社会保障審議会 介護給付費分科会資料：全国訪問看護事業協会

○ 訪問看護ステーション数、利用者数とも、微増にとどまっている。

○事業損益（平成２０年3月分）が赤字のステーションが全体の31.6％。
黒字の事業所は、非常勤職員を多く雇用し、職員１人あたり給与費を
下げ、職員１人あたり訪問回数を多くして、収支を黒字にしている状況
がみられる。

○小規模なステーション（職員数が尐ない、利用者数が尐ない、延訪問
回数が尐ない）ほど、赤字の割合が高くなっている。10人以上の大規
模型は１割未満にとどまっている。

○ 訪問１回あたり、利用者宅に平均65分滞在し、その他、準備・移動・
記録・ケアカンファレンス等に58分かかっている。

○看護師3人未満のステーションでは、平均15.6日（２日に１回）夜間携
帯を持参しており、職員にかかる負担が非常に大きい。

○訪問看護ステーションの大規模化、業務のネットワーク化を
試みたらどうか？

１）研究事業の背景
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２） 研究事業の概要

 訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に
関する調査研究事業

（社団法人全国訪問看護事業協会 代表 山田雅子：山田
班）

 訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に
関する調査研究事業

（聖隷クリストファー大学 代表 川村佐和子：川村班）

 訪問看護業務記録のIT化促進事業

（社団法人全国訪問看護事業協会 代表 山本隆一）
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１．モデル事業の目的

4

1

2

訪問看護事業所の経営安定化・効率化を図るた
め、訪問看護の機能集約及び基盤強化に資する
モデル事業を実施する。

全国の複数地域において、地域特性や訪問看護
事業所の特性等に合ったモデル事業を実施し、
そのプロセスや方法・効果等を明らかにする。

平成20年度 厚生労働省老人保健健康増進等事業

訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に関する研究

社団法人全国訪問看護事業協会
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２．モデル事業の実施パターン

訪問看護の機能集約及び基盤強化促進

同法人内の訪問看

護事業所の統合また

は1事業所内の大規

模化

看護職員（常勤換

算）10人以上、利用

者数100人以上を目

安

大規模化により経

営・運営の効率化を

図る

１）大規模化

別法人の訪問看護

事業所同士がﾈｯﾄ

ﾜｰｸを組んで、効率

化のために一元化

し、協働で実施

訪問看護関連業務

の負担を軽減し、経

営・運営の効率化を

図る

２）ﾈｯﾄﾜｰｸ化 ３）ＩＴ化

請求業務、訪問看

護業務記録や外部

への情報提供書等

について、IT化を適

切に促進するため

に、センター化・外

注も視野に入れ、書

類作成業務の効率

化や情報利活用の

推進を図る

訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進
に関する調査研究事業(山田班、川村班）

訪問看護業務記録の
IT化促進事業
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社団法人全国訪問看護事業協会 8

大規模化モデルの実際
統合による効果

①新規利用者の多様化
・小児、・神経難病
・終末期ケアを要する者
・がんで症状コントロール
を要する者等
②訪問看護を断ることがなく
なった
③新規事業の展開
・療養通所介護の開始
・ショートステイを計画
④経営の効率化
収益の増加

⑤研修参加の増加
⑥専門領域をもつスタッフ
増加→全体の看護の向上
⑦夜勤携帯当番回数の減尐

10回/月→2-5回/月
休暇取得の増加

同一法人Aステーション
・従事者数（常勤換算）
看護職員：9.5人
PT・OT・ST：2.0人
事務等：1.0人
・利用者数（/月）
介護保険：92人
健康保険：32人
・収益（/月）：590万円

同一法人Bステーション
・従事者数（常勤換算）
看護職員：4.2人
PT・OT・ST：0.9人
事務等：0.5人
・利用者数（/月）
介護保険：45人
健康保険：26人
・収益（/月）：210万円

統合Cステーション
・従事者数（常勤換算）
看護職員：11.1人
PT・OT・ST：2.8人
事務等：1.0人
・利用者数（/月）
介護保険：130人
健康保険：50人
・収益（/月）：940万円

経営効率が
悪い

現在の規模では①新
規利用者を増やせな

い
②新規事業が困難

経営の安定化・新規事業運営の実現
訪問看護サービスの質の向上
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統合後の変化(メリット・デメリット等）

統合のメリット ・新規事業の開設ができた。

・利用者層が拡大できた。

・臨床経験が豊富なNSがそろい、教育効果が高まった。

・OJTができるNSが確保できた。

・ケアの質の向上

・主任を置き、管理、教育機能を高めることができた。

・緊急当番の日数が減尐した（NSごと）

統合のデメ
リット

・スタッフの管理

・主治医、ケアマネジャーとの連携に時間がかかる。

・利用者増による訪問計画作成と調整に時間がかかる。

 統合により、療養通所介護事業の実施や、ヘルパーステーション、新
卒看護師の受け入れ、障害児の通所事業等、事業拡大の可能性が
生じている。
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２）ネットワーク化モデル

A訪問看護ステーション

B訪問看護ステーション

C訪問看護ステーション

センター

【24時間電話対応】

■訪問看護PR

■訪問看護利用振り分け
■訪問看護利用相談

【専門技術の提供】
■コンサルテーション
■教育的支援

【ツール提供・開発】
■マニュアル作成・提供
（コンプライアンスの確保）

【ニーズ把握】
■ニーズ調査
（訪問看護需要と供給）

【研修】
■現場研修調整

【請求・記録のIT化】
■請求業務の一元化
■記録の標準化

【衛生材料供給】
※連携

センター業務

共通業務を一元化

訪問看護ステーション・
利用者個人情報に対する
セキュリティの確保

１１
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（ア）請求事務等支援事業

☞訪問看護事業所より送付された記録
等を基にレセプト作成、利用者への料金
請求等のシステムの整備に関する事業
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訪問看護ステーションにおける事務作業の現状と課題

 事務員の雇用など事務処理経費が高い。

 頻回にオンコール当番があるなど、本来の訪問看護以外の
業務が増大し、サステイナビリティが損なわれている。

請求業務、記録作成等の事務作業を外部化して
効率的に事務処理を実施できないだろうか？

 請求業務を含む事務処理、記録の管理、オンコールなど

ほとんどすべての作業を訪問看護ステーションで実施。

 利用者宅にカルテを持参し、メモを取り、ステーションで記録
を再作成・入力。報告書等は同じ情報の転記が多い。
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ネットワークセンターにおける
請求事務等支援事業のイメージ

訪問看護ステー
ション

訪問看護ステー
ション

診療報酬請求、介護報酬請求、
集計、業務分析などの情報処理
機能が期待される 訪問看護ステー

ション

A法人

B法人

C法人
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請求事務等支援事業に向けて

 参画するステーションとの連携・協働

 請求事務等を一括して行う体制の構築
 スペースの確保

 システム構築

 管理・運営体制の構築

 人員の確保

 ステーション間での取り決め

この部分は一括して委託することも可能

【下記のような業務が実施可能】

・個人情報等を扱うため、守秘義務、セキュ
リティの確保を徹底する。

・請求事務等一元化体制を構築するための
分担金額についてコンセンサスを得る。

■報酬請求業務

■契約書等の書類作成

■給与計算

■保険事務 等
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昨年度モデル事業の事例

介護本部

11

同一法人訪問看護
テーション１３ヶ所

①事務業務（報酬
請求等）の効率化
が必要
②法人内の訪問看
護ステーションの
質の向上が必要

同一法人同一法人訪問看護訪問看護
テーションテーション１３ヶ所１３ヶ所

①事務業務（報酬
請求等）の効率化
が必要
②法人内の訪問看
護ステーションの
質の向上が必要

ネットワーク化：共同事業
①本部センターで一括して
以下に対応
○報酬請求業務
○契約書等の書類作成
○会計業務
○物品（医療材料等）購入
○給与計算
○保険事務（車両保険等） 等

②訪問看護管理部門にて、
訪問看護師の教育・研修

ネットワーク化：共同事業ネットワーク化：共同事業
①本部センターで一括して
以下に対応
○報酬請求業務
○契約書等の書類作成
○会計業務
○物品（医療材料等）購入
○給与計算
○保険事務（車両保険等） 等

②訪問看護管理部門にて、
訪問看護師の教育・研修

訪問看護ステーションの経営の訪問看護ステーションの経営の安定化安定化
利用者への訪問サービス提供の量・質の向上利用者への訪問サービス提供の量・質の向上

ネットワークの効果
１．訪問看護業務への専念
①各事業所の報酬請求事務負担
がなくなり、訪問看護師は訪問看
護に専念。
２．経営の効率化
①事務職員（13ヶ所で計13人）を

事務センター５人に集約（経営の
効率化）
②事務センター職員が報酬請求
のプロとなり、報酬請求の返戻が
尐なくなった
③訪問看護師１人１日あたり訪問
件数は3回→4.2回へ

３．訪問看護師の質の向上
①経験年数別の研修計画に沿っ
て研修を実施。
②外部研修参加後には、伝達研
修を実施（13ヶ所に伝達）
③マニュアルは法人で作成し共有

④教育的なローテーションも実施

ネットワークの効果ネットワークの効果
１．１．訪問看護業務への専念訪問看護業務への専念
①各事業所の報酬請求事務負担
がなくなり、訪問看護師は訪問看
護に専念。
２．２．経営の効率化経営の効率化
①事務職員（13ヶ所で計13人）を

事務センター５人に集約（経営の
効率化）
②事務センター職員が報酬請求
のプロとなり、報酬請求の返戻が
尐なくなった
③訪問看護師１人１日あたり訪問
件数は3回→4.2回へ

３．訪問看護３．訪問看護師師の質の向上の質の向上
①経験年数別の研修計画に沿っ
て研修を実施。
②外部研修参加後には、伝達研
修を実施（13ヶ所に伝達）
③マニュアルは法人で作成し共有

④④教育的なローテーションも実施

ST

ST

ST

ST

法人本部

訪問看護管理部門

教育・研修

事務センター

報酬請求
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請求事務等支援事業実施上の課題

• 個別の利用者情報、事業所情報を取り扱うため、情
報を安全に送受信ができ、個別情報の保護を保証
するセキュリティシステムが必要不可欠

• 事業所の管理者が安心して委託をできるよう事業
所情報が守られ、個別の事業所の不利益にならな
いことを保証する必要がある

→請求事務等の実施主体は、公的な性格を持った組
織であることが望ましい
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（イ）コールセンター支援事業

☞利用者、家族等からの新規の利
用等に関する相談等を受ける相談
窓口の設置等を行う。
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訪問看護ステーションにおける電話対応状況の
現状と課題

 訪問看護ステーションにかかってくる電話は、住民や病院、ケアマ
ネジャーからの問い合わせや事務連絡など、個別の訪問看護ステ
ーション以外でも受けられる内容（外部化可能な内容）がある。

 夜間や休日は、携帯電話でのオンコール体制で対応している事業
所が多いが、小規模事業所の場合職員の負担増につながる。

 電話対応など周辺業務にかかる時間を削減／短縮し、本来
業務である訪問に専念できる環境を構築したい。

電話の受付等はコールセンターで一元化して効
率的に対応できないだろうか？



20

昨年度モデル事業より電話対応の外部化可能性

訪問看護ステーション

＊ 訪問看護ステーションで実際受けた電話について、電話の具体的内容と「外部化可能性」の回答を分析したもの
（出典：平成20年度訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化に関する調査研究事業 全国訪問看護事業協会）

・訪問時間の確認・変更
・不安・話がしたい
・状態・体調の報告
・ポンプのアラーム
・チューブのトラブル
・ケア方法の相談
・入院の報告

直接訪問看護ステーション
で受ける（約50％）

・発作が起きた
・呼吸状態の悪化
・腹部の張り／便を出して欲しい
・食欲低下
・点滴がもれた
・どの薬を使えばよい
・利用料の支払い

コールセンター

・処方内容の連絡
・医療機器の連絡
・入院・退院の連絡
・指示書送付の連絡

・利用者の症状・状態
・傷の処置方法
・退院調整

・会議日程の連絡
・入院・退院の連絡
・介護内容の相談
・新規訪問看護の依頼

・利用者の状態に関する相談
・臨時訪問看護の依頼
・ケア内容の確認
・福祉用具の利用相談

利用者・
家族

主治医・
医療機関

ｹｱﾏﾈ
ｼﾞｬｰ

外部のセンターで受けられる
（約50％）
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コールセンター支援事業実施上の課題

• コールセンターが電話に対応するためには、
予め訪問看護ステーションと利用者情報、訪
問予定、訪問看護師の連絡先等と情報共有
が必要。

•利用者・家族等からの電話を受けるために、
看護師資格を保有するスタッフが必要。

• 利用者・家族等が安心して電話できるよう、個人情
報が守られ、利用者・家族の不利益にならないこと
を保証する必要がある。
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訪問看護支援事業

（ウ）医療材料等供給支援事業

☞医療材料等※の供給が効果的に行われるよう
医療機関や薬局等との供給システムの整備に関
する事業
※診療報酬上の特定治療材料及び衛生材料を示す



23

衛生材料の円滑な供給体制について

○ 薬事法により訪問看護ステーションでは衛生材料等の管理
ができないため、カテーテルの閉塞、点滴のつまりなど、トラ
ブル発生時に訪問看護師が迅速な対応が困難。

○ 在宅療養指導管理料算定者に必要な衛生材料・医療材料
は主治医から供給される仕組みになっているが、実際には、
脱脂綿、滅菌手袋、消毒綿、ガーゼ、ドレッシング材など、利
用者の個人負担やステーションからの持ち出しも多い。

○ 衛生材料・医療材料が量・質ともに適切な時に供給される
システムづくりが不可欠。

出典：全国訪問看護事業協会 平成19年度老人保健健康増進等事業「訪問看護事業の報酬体系・提供体制のあり方

に関する調査研究事業」（実施中）
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ネットワークセンターにおける
医療材料等供給支援事業のイメージ

在庫管理

診療所

ネットワークに参加し
た訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

利用者

メーカー・卸

発注

納品

利用者宅への
運搬

必要な物品を調達し、利用者
の状態に応じて個別パック化

医療材料等の流れ

連携 薬局

連携

発注
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医療材料等供給支援事業に向けて

 ステーション間での取り決め

この部分は一括して

委託することも可能

・個人情報等を扱うため、守秘義務、セキュリ
ティの確保を徹底する。

・費用負担方法の取り決めが必要。

 参画するステーションと医療機関・薬局との連携・協働

 衛生材料医療材料等の供給を一括して行う体制の構築
 材料をストックする場所の確保

 管理・運営体制の構築（薬剤師との連携など）

 在庫管理

 個別利用者情報の管理（材料の個別パック化）

 センターの人員確保

 薬剤師が必要
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医療材料等供給支援事業実施上の課題

•医療材料等供給支援事業を迅速に普及させ
るにあたっては、薬剤師との連携が必要であ
り、薬局等の既存の機能の活用も検討する必
要がある。

•利用者の状態等に対応して医療機関・訪問
看護師が利用者の医療材料等の必要量を適
切に予測するとともに、薬剤師と事務職員等
との適切な役割分担が必要である。
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訪問看護支援事業

（エ）その他

☞地域内のステーションで共通の
マニュアルを作成したり、様式類の
共有化を行う。

マニュアル類共同作成支援事業

看護記録様式の共同利用支援事業



28

訪問看護ステーションにおける
マニュアル・記録様式等の管理の現状と課題

 ステーションごとに様々なマニュアルを作成するのは負担が大きく
、内容の改訂や更新にもコストがかかる。

 看護記録様式等がステーションによって異なるため、別ステーショ
ンが担当する利用者を訪問した場合に不都合が生じる場合がある
。

 地域内でマニュアルや様式類を統一して業務効率化や訪問
分担の推進を図りたい。

マニュアルや様式類を共同作成して管理するシス
テムを構築できないか？
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共同作成・使用が可能と考えられる様式等

• マニュアル類

 災害対応マニュアル

 事故防止マニュアル

 感染管理マニュアル

 専門的な看護ケアのマニ
ュアル 等

看護記録等

 訪問看護計画書

 訪問看護報告書

 訪問看護記録 等

 共同作成が必要なマニュアル類・共有
化が必要な様式類について地域内ス
テーション間で協議する。
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共同作成のサポート

マニュアル類の共同作成支援事業、
看護記録の共同利用支援事業のイメージ

ネットワークセンター

ステーション
間の連携をサ
ポート

連携に参加する訪問
看護ステーション

 地域内ステーションの協議支援

 マニュアル・様式活用方策検討

 改訂や変更方法の検討

マニュアルの共同
作成や様式の共
有化を実施

ステーション
の代表による
協議

サポー
ト
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マニュアル類の共同作成支援事業、
看護記録の共同利用支援事業に向けて

 地域内のニーズ把握
 地域内ステーションのニーズを把握

 ステーション同士の協議支援
 マニュアルや様式作成の支援

 マニュアルの構成案の作成

 共同作成／共有する様式の検討

 費用負担

 共有のためのサポート

 改訂・運用スキーム構築の支援

 継続的な改訂・運用の支援
 マニュアルや様式の活用状況を定期的に把握し、サポート

ステー
ション同
士の協議
をサポー
ト
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昨年度モデル事業の事例
（災害対策マニュアルの例）
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昨年度モデル事業の事例
マニュアル類の共同作成による効果

Ｆ地域訪問看護
テーション
①小規模ステーションの
ため災害時のマニュアル
作成の時間がとれず、医
療ニーズの高い利用者の
災害時の対応体制が整
備されていない．
②小規模ステーション内
でのマニュアル作成では
尐人数での検討となり、そ
の成果物に自信が持てな
い。
負担も大きい。
②小規模ステーションの
ため新スタッフの教育・研
修に充分な時間がとれな
い．

Ｆ地域Ｆ地域訪問看護訪問看護
テーションテーション
①小規模ステーションの
ため災害時のマニュアル
作成の時間がとれず、医
療ニーズの高い利用者の
災害時の対応体制が整
備されていない．
②小規模ステーション内
でのマニュアル作成では
尐人数での検討となり、そ
の成果物に自信が持てな
い。
負担も大きい。
②小規模ステーションの
ため新スタッフの教育・研
修に充分な時間がとれな
い．

ネットワーク化：共同事業
①マニュアル類の共同作成

医療ニーズの高い在宅療
養者に向けた防災マニュア
ルの作成
②合同でスタッフの知識・技
術の共有を実施
在宅看護で必要なフィジカ
ルアセスメントの研修

ネットワーク化：共同事業ネットワーク化：共同事業
①マニュアル類の共同作成

医療ニーズの高い在宅療
養者に向けた防災マニュア
ルの作成
②合同でスタッフの知識・技
術の共有を実施
在宅看護で必要なフィジカ
ルアセスメントの研修

ネットワーク化による効果
１．新規利用者・訪問回数の増加
①地域の利用者のニーズへの対
応が可能になった
２．移動・業務の効率化
①マニュアル作成にかかる時間
が677時間短縮した

②共同でマニュアルを作成するこ
とで人件費計算で約725万円が削

減された
③これらの人件費分を訪問に当
てると約1800件の増加につなげ

ることができる
３．訪問看護の質の向上
①合同でのスタッフ教育により2つ

のステーションが入っても同じ
サービスの提供が可能となる
②防災マニュアルの利用による療
養生活の安心の確保ができた

③人件費として活用し、時間内の
研修を受けることができる
④共通マニュアルを生かした合同
研修の実施ができる

ネットワークネットワーク化による化による効果効果
１．新規利用者・訪問回数の増加１．新規利用者・訪問回数の増加
①地域の利用者のニーズへの対
応が可能になった
２．移動・業務の効率化２．移動・業務の効率化
①マニュアル作成にかかる時間
が677時間短縮した

②共同でマニュアルを作成するこ
とで人件費計算で約725万円が削

減された
③これらの人件費分を訪問に当
てると約1800件の増加につなげ

ることができる
３．訪問看護の質の向上３．訪問看護の質の向上
①合同でのスタッフ教育により2つ

のステーションが入っても同じ
サービスの提供が可能となる
②防災マニュアルの利用による療
養生活の安心の確保ができた

③人件費として活用し、時間内の
研修を受けることができる
④共通マニュアルを生かした合同
研修の実施ができる
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☞夜間・休日の訪問や専門領域の
訪問について、事業所間での役割
分担を支援する。

夜間・休日の訪問分担支援事業

専門領域の訪問分担支援事業
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訪問看護ステーションにおける
訪問体制の現状と課題

 小規模なステーションのため、利用者が望んでも夜間や休日の訪
問ができない場合がある。

 専門的知見が必要な利用者の状態像（がん末期、小児、精神等）
によっては、対応できない場合がある。

 夜間や休日対応が可能なステーションや、専門領域に特化し
たステーション等と分担して、利用者の実情にあった訪問をし
たい。

ステーション間で連携して、訪問を効果的に分担す
るシステムを構築できないだろうか？
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ネットワークセンターにおける夜間・休日、
専門領域の訪問分担支援事業のイメージ

ネットワークセンター

利用者

ステーション間の連
携をサポート

連携

連携に参加する訪問
看護ステーション

連携のサポートとして考えられること

連携して
訪問分担

 地域の訪問看護状況の把握

 連携希望ステーションの把握と相
互紹介

 連携のあり方の検討（時間帯、対
象者等の調整、報酬や事業所利
用等の調整など）
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昨年度モデル事業の事例

a 町

b 町

：訪問看護ステーション

: 道路

：訪問看護ステーション

: 道路

ａ町とｂ町をつなぐ道は１本のみ
距離は15ｋｍ以上あり、往復で最
短40分が必要。
ｂ町は山の上に位置するので、
冬は雪や凍結の危険が大きい。

出典：平成20年「訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に関する調査研究事業」
（研究代表：川村佐和子）

a町

b町

A市 ａ町ステーションとｂ町ステーションの位置関係
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昨年度モデル事業の実際

 ｂ町利用者への訪問を分担

①ｂ町ステーションは平日、ａ町ステーションは休日祝日夜間
の対応を分担

②ａ町ステーションのみで担当

 ｂ町居宅介護支援事業所に２ステーション連携をＰＲ

 医師に説明し、指示書を２ステーションにもらう

 ａ町ステーションはｂ町ステーションの事務所を借り、休憩や
記録をし、情報を共有

 連携した利用者の記録様式を統一
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ａ町ステーションにおけるｂ町利用者の状況

a 町

b 町

：訪問看護ステーション

: 道路

：訪問看護ステーション

: 道路

連携訪問の
実施により、
ｂ町では訪問
看護の新規利
用者が14人増
えた

出典：平成20年「訪問看護事業所の機能集約及び基盤強化促進に関する調査研究事業」
（研究代表：川村佐和子）

a町

b町

昨年度モデル事業の事例
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ネットワーク化モデル実際

A町・A訪問看護
テーション（A）
①B町の利用者訪

問看護は遠距離で
ロスが大きい
② A町内では新規

利用者の伸びが小
さい→新規利用者
の開拓が必要

ネットワーク化：共同事業
①休日・夜間帯の訪問
を分担〔Aは休日・夜間帯
Bは平日・日中〕

②専門領域の訪問を分
担〔ターミナル期、精神な

ど〕
③利用者からの24時間
電話対応を共同実施〔Aは

24時間、Bは平日・日中〕
③看護記録の様式を共
同で使用〔A、B共通〕

④ケア技術や管理・運営
を相互に相談（コンサル
テーション）〔AからBへ〕

⑤双方の施設を共同利
用〔AはAとB、BはBのみ〕

ネットワークの効果

１．新規利用者・訪問回数の
増加
①B町でも休日夜間訪問看護

を提供できるようになり、退院
し在宅療養する利用者が増加

②多様疾患・症状をもつ利用
者の受け入れ可能になった

③地域の利用者のニーズへ
の対応が可能になった
２．移動・業務の効率化

①互いの施設を利用すること
で、移動時間の短縮・業務効
率が向上した
②記録様式の共同利用
３．訪問看護の質の向上

①互いの優れた看護技術を教
え合い技術等が向上
②ケース討論が活発化

B町・B訪問看護
ステーション（B）
小規模のため
①休日・夜間訪問
ができない
②多様症状をもつ
利用者に訪問が
できない

A・B訪問看護ステーションの経営の安定化
利用者への訪問サービス提供の量・質の向上社団法人全国訪問看護事業協会
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夜間・休日の訪問分担支援事業における課題

•訪問分担が必要な利用者を抱えるステーショ
ンと、訪問を提供できるステーションのマッチ
ングのためには、地域内での定期的な情報
共有が不可欠。

•報酬上の制約（加算の種類によっては、２ヵ
所のステーションが訪問した場合も、１ヵ所し
か算定できない加算がある）について、ステ
ーション同士のコンセンサスを得る必要があ
る。



パンフレットの作成・PR支援事業における課題

•パンフレットの改訂・活用のスキームについて
、訪問看護支援事業が終了後も継続的に実
施できる運用体制を構築することが必要。

• ケアマネジャーのみではなく、地域住民全般
を対象として訪問看護ステーションの役割を
アピールすることが重要。
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1000部作成・配布先
病院・診療所・医師会

薬剤師会・保健所・市役所・
包括支援センター
介護支援専門員

介護サービス事業所
訪問看護ステーション

事業所の特徴
体制、得意分野
営業時間、職員等


